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 「ヘルパーステーションサンライフ御立」重要事項説明書 

～介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業～ 

 
 

 

 

 当事業所はご契約者に対して、第１号訪問事業サービスを提供します。事業所の概要や提供される

サービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

１．事業者 

(1) 法人名    社会福祉法人 ささゆり会 

(2) 法人所在地  兵庫県姫路市御立東５丁目１番１号 

(3) 電話番号   ０７９－２９１－６６６６ 

(4) 代表者氏名  理事長  笹 山 周 作 

(5) 設立年月日  平成７年１２月２６日 

(6) ホームページアドレス   https://sasayurikai.or.jp 

２．事業所の概要 

   (1) 建物の構造     木造瓦葺２階建 

   (2) 建物の延べ床面積  ４９４．９９㎡ 

   (3) 施設の周辺環境    姫路の中心に近く、閑静な住宅街の中に位置し、交通の便がよい。 

（騒音、日当たり等）      見晴らし・景色が良く最高の環境です。 

３．事業所の説明 

(1) 事業所の種類    第1号訪問事業 

   介護予防訪問介護・平成１８年 ４月 １日 兵庫県指定 第2874000827号  

 

(2) 事業所の目的 

介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生

活を営むことができるように支援することを目的として、ご契約者に、第１号訪問事業相当サービス

を提供します。 

(3) 事業所の名称   ヘルパーステーションサンライフ御立 

(4) 事業所の所在地  姫路市田寺８丁目１０番８号 

交通機関  JR姫路駅より神姫バス８番 書写ロープーウエイ行き、田寺東三丁目下車、 

徒歩５分 

(5) 電話番号及びＦＡＸ番号   TEL 079-291-4848   FAX 079-291-4849 

(6) 施設長（管理者）氏名   管理者  藤 木  道 子 

 

当事業者は介護保険の指定を受けています。 

     （兵庫県指定 第２８７４０００８２７号） 
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 (7) 当施設の運営方針     施設運営の基本理念 

① 基本的人権の尊重 

② 健全育成・援護の実現 

③ 社会的自立の助長 

④ 地域福祉への貢献 

 

(8)  開設（サービス開始）年       平成１8年４月１日 

 

(9)事業実施地域      姫路市（家島町を除く） 

 

(10) 事業所が行っている他の業務 

  当事業所では、次の事業もあわせて実施しています。 

〔通所介護〕          平成20年7月1日兵庫県指定第2874004795号  定員 35名 

〔第１号通所事業〕       平成20年7月1日兵庫県指定第2874004795号 

〔居宅介護支援事業〕      平成12年4月1日兵庫県指定第2874000165号  

 

(11) 営業日及び営業時間 

営業日  ： 月曜日～金曜日 

営業時間 ： 9時～18時 

 ただし、休日、営業時間外であっても、サービスの提供を行うことがあります。 

（上記以外の時間をご希望の場合、別途ご相談下さい。） 
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４．契約締結からサービス提供までの流れ 

(1) ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「介護予防サービス支

援・計画（介護予防プラン）」または「介護予防ケアマネジメント」がある場合はその内容を踏まえ、

契約締結後に作成するそれぞれのサービスに係る介護計画（以下、「個別サービス計画」という。）

に定めます。 

 契約締結からサービス提供までの流れは次のとおりです。（契約書第３条参照） 

① 地域包括支援センターに、個別サービス計画の原案作成やそのために必要な調査等の業務を担

当させます。 

② その担当者は、個別サービス計画の原案について、ご契約者及びその家族等に対して説明し、

同意を得たうえで決定します。 

③ 個別サービス計画は、介護予防プランまたは介護予防ケアマネジメントが変更された場合、も

しくはご契約者及びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の

必要のある場合には、ご契約者及びその家族等と協議して、個別サービス計画を変更します。 

④ 個別サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付し、その内容を確認し

ていただきます。 

 

（２）ご契約者に係る「介護予防プラン」または「介護予防ケアマネジメント」が作成されていない

場合のサービス提供の流れは次の通りです。 

① 要支援認定または事業対象者認定を受けている場合 

○ 地域包括支援センターの紹介等必要な支援を行います。 

○ 個別サービス計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○ 地域生活支援センター等が作成した介護予防サービスまたは介護予防ケアマネジメントに

沿って、個別サービス計画を変更し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

   ○ 第１号事業対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負担額）を 

     お支払いいただきます。 

② 要支援認定または事業対象者認定を受けていない場合 

○  要支援認定または事業対象者認定の申請に必要な支援を行います。 

○  個別サービス計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○  第１号事業対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払いいただきます。 

（償還払い） 
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ア） 要支援１、２または事業対象者と認定された場合 

   ○ 介護予防サービス計画または介護予防ケアマネジメントを作成していただきます。必要に

応じて、地域生活支援センターの紹介等必要な支援を行います。 

   ○ 地域生活支援センター等が作成した介護予防サービスまたは介護予防ケアマネジメントに

沿って、個別サービス計画を変更し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

   ○ 総合事業対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負担額）を 

     お支払いいただきます。 

 

イ） 自立、要介護と認定された場合 

 ○ 契約は終了します。 

 ○ 自立の場合、既に実施されたサービスの利用料金は全額自己負担となります。 

 要介護の場合、介護保険から介護給付が行われることになります。 

 

 

５．職員の配置状況 

 

当事業所では、ご契約者に対して第１号訪問事業サービスを提供する職員として、以下の職種の

職員を配置しています。 

〈主な職員の配置状況〉 職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

 
 

    職 種 

 

  常勤 
 

 

  非常勤 
 

 

 常勤換算 
 

 
 

 

 指定基準 
 
 

 

職務の内容  

 

１．事業所長（管理者） 

 

１ 
 

 

 
 

 

１ 
 

 

１ 
 

 

 
 

 

２．サービス提供責任者 

 

4 
 

 

 
 

 

１ 
 

 

１ 
 

 

 
 

  

３．訪問介護員 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

     
 

 

 
 

 
 
  
 

 

介護福祉士 
 

 

（兼務）4 
 

 

 
 

（１） 

 

（１） 
 

 

 
 

 

訪問介護養成研

修・初任者研修

終了者 
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６．当事業所が提供するサービス 

  当施設では、ご契約者に対して第１号訪問事業サービスを提供します。 

 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合 

                                 

（２） 利用料の全額をご契約者に負担いただく場合があります。 

 

（１） 総合事業の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常9割）が介護保険から給付されます。 

 

（ⅰ）〈サービスの概要〉 

    

○身体介護 

    入浴・排せつ・食事等の介護を行います。 

○生活援助  

 調理・洗濯・掃除・買物等の日常生活の世話を行います。 

 

① 身体介護 

  ○ 入浴介助 … 入浴介助または、入浴が困難な方は体を拭く（清拭）など行います。 

   ○ 排せつ介助 … 排せつの介助、おむつ交換を行います。 

   ○ 食事介助 … 食事の介助を行います。 

   ○ 体位交換 … 体位の交換を行います。 

   ○ 通院介助 … 通院の介助を行います。 

② 生活援助 

○ 調理 … ご契約者の食事の用意を行います（ご家族の分の調理は行いません） 
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○ 洗濯 … ご契約者の衣類等の洗濯を行います（ご家族の分は洗濯は行いません） 

○ 掃除 … ご契約者の居室の掃除を行います（ご契約者以外の居室以外の居室、庭等の敷 

       地の掃除は行いません） 

○ 買物 … ご契約者の日常生活に必要となる物品の買物を行います（預金・貯金の引き 

        出しや預け入れは行いません） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）〈サービス利用料金（1日あたり）〉 （契約書第10条参照） 

 下記の料金表によって、ご契約者の利用状態に応じたサービス利用料金から介護給付費額を除いた

金額（自己負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご契約者の要支援度に応じて異なり

ます。） 

①月々の利用料金（総合事業訪問介護費は、月単位の定額制になります。） 

 総合事業訪問介護費 

Ⅰ 

総合事業訪問介護費 

Ⅱ 

総合事業訪問介護費 

Ⅲ 

１．サービス利用料金 １４，９４７円 ２９，８６４円 ４７，３７４円 

２．うち、介護保険から 

  給付される金額 
１３，４５２円 ２６，８７７円 ４２，６３６円 

※3.サービス利用に係る 

自己負担額（１－２） 
１，４９５円 ２，９８７円 ４，７３８円 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）・・・所定単位数に24.5%を乗じた単位数で算定。 

上記の金額は、所定単位数に加算を乗じた単位数を含めた金額を提示しています。 

（訪問介護員の訪問時の交通費は上記の料金に含まれています。） 

 

  ○ 総合事業訪問介護費 Ⅰ ＜週１回程度の利用が必要＞ 

  ○ 総合事業訪問介護費 Ⅱ ＜週２回程度の利用が必要＞ 

  ○ 総合事業訪問介護費 Ⅲ ＜Ⅱを超える利用が必要な場合＞ 

 

☆ 月の途中で開始又は終了した場合の取り扱いについて 

  第１号訪問事業サービスを月の途中で開始し、又は月の途中で終了した場合については、日割り

により費用を計算する。なお、適切なサービスの提供等に結果的に、利用者の状態が改善しサー
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ビスの利用が不要となった事例については、この場合に該当しません。 

☆ サービスに要する時間は、そのサービスを実施するために国で定められた標準的な所要時間です。 

☆ ご契約者がまだ要支援または事業対象者認定を受けていない場合、及び介護予防プランまたは介

護予防ケアマネジメントが作成されていない場合には、サービス利用料金全額をいったん支払う

ものとします。（要支援又は事業対象者認定後または介護予防プランまたは介護予防ケアマネジメ

ント作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。） 

☆ ご契約者に提供する食事の材料に係る費用は別途いただきます。 

☆ 介護保険からの給付に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更し

ます。 

☆ ご契約者が保険料に未納がある場合には、自己負担額については上記と異なることがあります。 

 

 

 

☆ 一定以上の所得がある場合には、第一号被保険者（65歳以上）のご契約者の負担が2割または３

割となります。 

 

☆サービス利用料金（加算） 

項目 単位・料金 内  容 

初回加算 

２００単位/月 

（自己負担額） 

２５４円/月 

新規に訪問介護計画書を作成した利用者に対して、初回に実施した

訪問介護と同月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護を行う

場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行訪問した場

合。（過去2ヶ月間の訪問がなく再開する場合も含む。） 

要件 利用者負担 

合計所得が160万円未満の方 1割負担 

合計所得が 

160万円以上220万円未

満の方 

同一世帯の第 1号被保険者の年金収入とその他の合計所得を

合わせた金額が単身世帯で 280 万円未満の方、2 人以上の世

帯で346万円未満の方 

 

1割負担 

上記以外の方 2割負担 

 

合計所得が 220 万円以

上の方 

同一世帯の第 1号被保険者の年金収入とその他の合計所得を

合わせた金額が単身世帯で 340 万円未満の方、2 人以上の世

帯で463万円未満の方 

 

2割負担 

上記以外の方 3割負担 
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生活機能向上 

連携加算 

１００単位/月 

（自己負担額） 

１２８円/月 

利用者の在宅における生活機能向上を図る観点から、訪問リハビリ

テーション実施時にサービス提供責任者とリハビリテーション専門

職が同時に利用者宅を訪問し、両者の共同による訪問介護計画を作

成することに対する評価。（3ヶ月算定可能） 

 

（２）総合事業の対象とならないサービス（契約書第５条、第10条参照） 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の自己負担となります。 

（ⅰ）〈サービスの概要と利用料金〉  

写物の交付 

 ご契約者は、サービス提供についての記録その他複写物を必要とする場合には実費相当分のご負担

となります。 

   1枚につき   20円   □  利用する   □  利用しない 

 

（３）利用料金のお支払方法（契約書第10条参照） 

   前記(1)、(2)の料金・費用は次のとおりお支払い下さい。 

○ サービス月毎に現金でお支払いください 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第11条参照） 

  利用予定の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止又は変更することができます。

この場合、利用予定日の前々日までに事業者に申し出て下さい。 

  ○ 利用予定日の前々日までに申し出がなく、前日もしくは当日になって利用の申し出をされた

場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。ただしご契約者の体調不

良等正当な事由がある場合にはこの限りではありません。 

利用予定日の前々日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日に申し出があった場合 当日の利用料金の５０％ 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の全額 

  介護保険給付の対象となるサービスの取消料については、上記の区分に従い自己負担額の５０％

もしくは全額となります。 

 ○ サービスの利用の変更・追加の申し出に対して、事業所及び訪問介護員の稼動状況により契約

者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能期間又は日時を契約者に提示

して協議します。 

 

①サービス提供を行う訪問介護員 

ア. ただし、実際のサービスの提供にあたっては、複数の訪問介護員が交代してサービスを提供

します。 
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イ.  訪問介護員は常に身分証明書を携行し、初回訪問時、契約者又は家族の求めに応じて提供

します。 

②訪問介護員の交代（契約書第７条参照） 

ア. ご契約者からの交代の申し出 

   選任された訪問介護員の交代を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認められ

る事情その他交代を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交代を申し出る

ことができます。当事業所まで申し出て下さい。ただし、ご契約者から特定の訪問介護員の指定

はできません。 

イ. 事業者からの訪問介護員の交代 

   事業者の都合により、訪問介護員を交代することがあります。 

   訪問介護員を交代する場合は契約者及びその家族に対してサービス利用上の不利益が生じない

ように十分配慮するものとします。 

③サービス実施時の留意事項（契約書第８条参照） 

  定められた業務以外の禁止 

    第１号訪問事業サービスの利用にあたり、契約者は「５．当事業所が提供するサービスと利用

料金」で定められたサービス以外の業務を事業者に依頼することはできません。 

 

 

７．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

  契約期間満了の７日前までに契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に６ヶ月

間（認定期間）同じ条件で更新され、以後も同様となります。契約期間中は、以下のような事由が

ない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至っ

た場合には、当事業所との契約は終了します。（契約書第20条参照） 

①ご契約者が死亡した場合 

②ご契約者が施設等に入所された場合 

 ③要支援認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要介護と判定された場合 

 ④事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

 ⑤施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

⑥当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑦ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑧事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（１） ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第21条、第22条参照） 

   契約の有効意期間中であっても、ご契約者から利用契約の全部又は一部を解約することができ

ます。その場合には、契約終了を希望する日の7日前までに契約届出書をご提示下さい。契約料

金は徴収しません。 

  ただし、以下の場合には、即時に契約の全部又は一部を解約・解除することができます。 
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①総合事業対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

③ご契約者が入院された場合（一部解約はできません） 

④ご契約者の介護予防プランまたは介護予防ケアマネジメントが変更された場合（一部解約はでき

ません） 

⑤事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない場合 

⑥事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑦事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用を傷つけ、ま

たは著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合。 

⑧他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける具体的な恐れがあ

る場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第23条参照） 

  以下の事項に該当する場合には、本契約の全部又は一部を解除させていただく場合があります。 

  この場合は、一ヶ月以上の期間を置き、通知します 

①ご契約者が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、

又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

 

②契約者による、サービス利用料金のお支払いが3ヶ月以上遅延し、期間を定めた催告にもかかわ

らずこれが支払われない場合。 

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用サービス等

の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことによって、本契約を継続しがたい重大

な事情を生じさせた場合。 

 ④ご契約者の行動が他の利用者もしくはサービスの従事者の生命、身体、健康に重大な影響を及ぼ

す恐れがある、あるいは、ご契約者が重大な自傷行為（自殺にいたるおそれがあるような場合）

を繰り返すなど、本契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合。 

⑤契約者またはその家族等による言動が、精神的・身体的暴力やセクハラなどの、サービス従事者

へのハラスメントにあたる場合 

(３) 契約の一部が解約または解除された場合（契約書第24条参照） 

  本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその効力を失います。 

(４) 契約の終了に伴う援助（契約書第20条参照） 

  契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要

な援助を行うように努めます。  

 

８． サービス提供における事業者の義務（契約書第14条、第15条参照） 

  当事業所は、ご契約者に対してサービスを提供するに当たって、ご契約者の生命、身体、生活環

境等の安全やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約書第14条、第15条に規定される義務を
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負います。当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

 ②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご契約者か

ら聴取、確認します。 

 ③ご契約者に提供した記録をサービスについて作成し、5 年間保管するとともに、ご契約者の請求

に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

  ただし、コピー代は有料となります。 

 ④ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

  ただし、ご契約者または他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、

記録を記載するなど、適正な手続きにより身体を拘束する場合があります。 

 ⑤事業者ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合その他必要な

場合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等必要な処置を講

じます。 

 ⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り得たご契約者ま

たはご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません（守秘義務）。 

  ただし、ご契約者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報を提供

します。また、ご契約者との契約の終了に伴う援助を行う際にはご契約者の同意を得て行います。 

 

９．損害賠償について（契約書第17条、第18条参照） 

  当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかにそ

の損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれ

た心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合がありま

す。 

 

１０．損害保険の加入について 

  当施設では賠償責任保険の損害保険へ加入しています。保険契約の内容については、サービス提

供の事務室までお問い合わせ下さい。 

 

１１．苦情の受付について（契約書第27条参照） 

 （１） 当施設における苦情の受付 

  当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

  ○ 苦情受付窓口（担当者） 

    管理者      藤 木  道 子 

     受付時間     毎週  月 曜日 ～ 金 曜日 

     電話番号     （０７９）２９１－４８４８ 

  ○ 第三者委員    上 所  喜美子 
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  第三者委員は、苦情解決を円滑に図るために双方への助言や話し合いの立ち合いなども致します。 

直接苦情を受け付けることもできます。 

 

（２） 行政機関その他苦情受付期間 

○国民健康保険団体連合会 所在地 神戸市中央区三宮町1丁目9番１－１８０１号 

電話番号 （０７８）３３２－５６１７ 

ＦＡＸ  （０７８）３３２－５６５０ 

受付時間 ９：００ ～ １７：１５  月～金 

○姫路市役所 

    介護保険担当課 

所在地 姫路市安田4丁目1番地 

電話番号 （０７９）２２１－２４４５ 

ＦＡＸ  （０７９）２２１－２４４４ 

受付時間 ８：３５ ～ １７：２０  月～金 

 

 

 

 

 

１２. 重要事項の変更について 

 重要事項説明書に記載した内容に変更が生じることが予想される場合には、重要事項が変更され

た場合に、利用者に書類を交付して口頭でその内容を通知し、契約者、事業者、身元引受人が記名

捺印のうえ同意確認を得ることとする。 

 

日時 ：      年   月   日   時   分～   時   分 

   場所 ：   

第１号訪問事業サービスの提供に開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

ヘルパーステーションサンライフ御立 

説明者職名       氏名                    印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項説明を受け、第１号訪問事業サービスの提供開始に同

意しました。 

  ［契約者（利用者）］ 

    住所 

    氏名                     印 

 

 私は、契約者が事業者から重要事項の説明を受け、第１号訪問事業サービスの提供開始に同意した

ことを確認しましたので、私が、契約者に代わって署名を代行いたします。 
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  ［署名代行者］ 

    住所 

    氏名                     印 

   （契約者との関係       ） 

    電話番号 

 

  ［身元引受人］ 

    住所   

    氏名                     印 

   （契約者との続柄       ） 

    電話番号 

 

  ［立会人］ 

    住所 

    氏名                     印 

   （契約者との続柄       ） 

    電話番号 


